
26.10.10

１．受付件数　　　　　　２，７３１件（平成２５年３月２２日～平成２６年９月３０日）

健康・医療ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 ９（ 　２）

雇用ﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 ７（ 　０）

農業ﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 ０（   ０）

投資促進等ﾜｰｷﾝｸﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 ３６（   １）

地域活性化ﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ関連 １９（ 　２）

総数 ７１（   ５） １，３７７（１２０） １，４４８（１２５）

（　　　）内の数値は、個人から提案された件数を内数で表している。

規制改革ホットラインの処理状況について

２．所管省庁への検討要請状況（平成２６年９月３０日現在）

注１）新たに検討要請を行った71件は、規制改革会議への前回の報告（前回：平成26年6月6日）以降に要請した件数
注２）これまでに検討要請を行った1,448件は、受付件数のうち、規制改革に関連しないと認められるものを除いた件数
注３）1,448件のうち所管省庁から回答があった1,355件（対応：44件、検討に着手：134件、検討を予定：273件、現行制度下で対応可能：282件、
対応不可：477件、事実誤認：77件、その他：68件）については、内閣府ホームページで提案内容と所管省庁の回答を公表済
(※「対応」「検討に着手」「検討を予定」「現行制度下で対応可能」「対応不可」「事実誤認」「その他」は、所管省庁が回答した時点の区分。）

これまでに検討要請
を行った件数

新たに検討要請を
行った件数

合計

資料５－２ 
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新たに所管省庁に検討要請を行った提案事項 
 

 

健康・医療ワーキング・グループ関連 

  提案事項名 提案者 

1 - ノーリフトポリシー推進に向けた環境整備の推進 民間企業 

2 - 仕事と育児の両立支援のための環境整備 民間企業 

3 - 
 

管理医療機器販売業の届出制度の緩和について 
（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

4 - 

 

医薬部外品（ビタミン含有保健剤）の役割・範囲・機能拡大に

ついて 

日本ＯＴＣ 

医薬品協会 

5 - 

 

医療法第 27 条の規定に基づく CT 搭載車等移動式医療装置の使

用前検査及び許可の取り扱いについての緩和 

㈱フリール 

6 - 診療放射線技師法第 26条の改正に対する要望 ㈱フリール 

7 - 

 

ヒト幹細胞を用いる臨床研究及び遺伝子治療臨床研究に係る指

針及び当局審査等の共通事項の一本化について 

民間企業 

 

8 - C-PAP（在宅持続陽圧呼吸器）使用の規制緩和 個人 

9 - 

 

電子レセプトのバージョンアップ（「紙レセプト型」を「データ

処理指向型」に） 

個人 

 

雇用ワーキング・グループ関連 

  提案事項名 提案者 

1 - 厚生労働省指針「公正な採用選考」の見直しについて 
（一社） 日本ﾌﾗ
ﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

2 - 建設業の派遣禁止の緩和 大阪府・大阪市 

3 - 日雇派遣の禁止の緩和 大阪府・大阪市 

4 - 労働者派遣業の許可基準の緩和 大阪府・大阪市 

5 - 労働条件明示の方法 大阪府・大阪市 

6 - 都道府県別最低賃金の緩和 大阪府・大阪市 

7 - 国外にわたる職業紹介の許可基準の緩和 大阪府・大阪市 
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投資促進等ワーキング・グループ関連 

  提案事項名 提案者 

1 - 45 フィートコンテナの公道走行容認 民間企業 

2 - 蓄電池の消防法による規制 民間企業 

3 - 

 

我が国経済の持続的な成長と我が国企業の国際展開を踏まえ

た外国人材の活用職種の拡大について 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

4 - 

 

グローバル社会に向けた外国人材の在留資格の緩和について

(資格外活動許可に係る時間制限の緩和） 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

5 - 

 

グローバル社会に向けた外国人材の在留資格の緩和について

（在留資格の更新手続きについて） 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

6 - 消防法に基づく所轄消防署への申請・届出手続きの電子化・郵

送化、必要書類の統一について 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

7 - 食品リサイクル・ループ認定要件の緩和について 

 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

8 - 容器包装リサイクル法の見直しについて（特定事業者の再商品

化契約について） 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

9 - 容器包装リサイクル法の見直しについて（ペットボトルを対象

外としてもらいたい等） 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

10 - 家電リサイクル料金の前払化（小売価格への転嫁）について 

 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

11 - 普通・中型自動車運転免許制度の制限見直しについて 

 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

12 - 自転車防犯登録・抹消等手続きの全国統一化について 

 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

13 - 子どもを持つ女性等の活躍を促進するための環境整備につい

て（ベビーシッターや家事代行サービス、介護サービス等に外

国人材の活用を） 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

14 - 外国企業による対日投資の促進等について 日本商工会議所 

15 - 「固定価格買い取り制度」の恒久的な運用 日本地熱協会 

16 - 外国公的検査機関で発行された試験成績書の品目登録書類と

して認定 
民間団体 

17 - 電気主任技術者兼任要件の明確化 

 

(一社)日本経済

団体連合会 

18 - 建設工事における発注者による資源の有効利用 

 

(一社)日本経済

団体連合会 

19 - 広域認定制度における廃棄物収集運搬会社等の活用 

 

(一社)日本経済

団体連合会 
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20 - 下水道管内への熱交換器の設置の容認 

 

(一社)日本経済

団体連合会 

21 - 土壌汚染対策法の形質変更時要届出区域内における杭施工方

法の追加 

(一社)日本経済

団体連合会 

22 - 土地の形質変更時の土壌汚染対策法の届出の簡素化 

 

(一社)日本経済

団体連合会 

23 - 銀行代理業における「外貨預金等書面」の特例及び「同一の内

容」の特例に係る規制の見直し 

㈱大和ネクスト

銀行 

24 - 銀行代理業者が、「非公開情報」を「銀行代理業等」に利用す

ることに関する規制の撤廃 

㈱大和ネクスト

銀行 

25 - 土壌汚染対策法に係る自然的原因による汚染土壌の取扱いの

見直し 
千葉県 

26 - 理容所及び美容所に関する運用改善について（理容師及び美容

師の運用改善について） 

キュービーネッ

ト㈱ 

27 - 道路法（車両制限令）のトレーラ連結車の長さの緩和 個人 

28 - DMFC 燃料用メタノールの規制見直し 民間企業 

29 - 運用財産相互間取引禁止の適用除外規定に、現物不動産と同様

の性格を有する不動産信託受益権の売買を追加されたい。 

（一社）不動産

証券化協会 

30 - 河川を活用したマイクロ水力発電 大阪府・大阪市 

31 - 市街化調整区域における再生可能エネルギー発電の普及 大阪府・大阪市 

32 - 新型自動車の普及に向けた規制緩和 大阪府・大阪市 

33 - 外国人創業基準の緩和 大阪府・大阪市 

34 - 一団地総合設計制度の地権者同意の緩和 大阪府・大阪市 

35 - 住居専用地域における用途規制緩和 大阪府・大阪市 

36 - 総合国際職業訓練校の設置 大阪府・大阪市 
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地域活性化ワーキング・グループ関連 

  提案事項名 提案者 

1 - 工場内防火区画の天井耐火性能の制定 民間企業 

2 - 農地転用許可基準の見直し 三重県 

3 

 

- 

 

古物営業法に基づく所轄警察署への申請・届出手続きの電子

化・郵送化、必要書類の統一について 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

4 - 歩道切り下げ幅の緩和について 
（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

5 - 災害発生時、通行規制区域内への侵入許可について 
（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

6  災害発生時の別車輌での配送制限の見直しについて 
（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

7 - 

 

深夜酒類提供飲食店の届出における添付書類の緩和について 

 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

8 - 

 

古物商許可申請の効率化について 

 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

9 - 

 

古物営業の場所について 

 

（一社） 日本ﾌﾗﾝ

ﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 

10 - 港湾規制の撤廃（港湾労働法、港湾運送事業法の廃止） 個人 

11 - テレビを自由に視聴したい 個人 

12 - 他都市にないリバークルーズの実現 大阪府・大阪市 

13 - 都市の水辺の楽しさ（水の都市軸）づくり 大阪府・大阪市 

14 - 「e-Sports」の推進 大阪府・大阪市 

15 - 深夜における飲食店営業時間の緩和 大阪府・大阪市 

16 - 民間事業者の「公の施設」の管理運営への参入を促進するため

の新たな制度の創設 
大阪府・大阪市 

17 - 地方独立行政法人の業務の条例化と兼業禁止規定の緩和又は

廃止 
大阪府・大阪市 

18 - 建設業役員の経験年数の緩和 大阪府・大阪市 

19 - 都心への大学設置 大阪府・大阪市 

 


